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高野聡

（原子力資料情報室、特定放射性廃棄物小委員会委員）

CNICウェビナー「地層処分技術WGへの提言」発表資料

文献調査報告書原案公表までの経緯



地層処分事業の全体図
－高レベル放射性廃棄物（核のごみ）は地層処分すると法律で規定
－NUMO（原子力発電環境整備機構）が最終処分事業を担う。NUMOの人材および
資金のほとんどは電力会社から。

－３段階の処分地選定プロセス：文献調査・概要調査・精密調査
－文献調査：過去の地震等の履歴、活断層・火山の位置などの文献を調査。2年程度。
－概要調査：空中や地表などでの物理探査、地表踏査やボーリング調査。4年程度。
－精密調査：地下施設を建設し、岩盤や地下水の特性に関する調査実施。14年程度。
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文献調査の進行過程
〇2017年：経産省「科学的特性マップ」作成

〇2020年11月：北海道寿都町と神恵内村で文献調査開始

〇2022年11月：経産省審議会の地層処分技術WGで
文献調査の評価の考え方を審議

〇2023年10月30日：地学専門家ら300人余「声明 世界最大級の変動帯の日本に、
地層処分の適地はない」発表

〇2023年11月：経産省「文献調査段階の評価の考え方」公表

〇2024年1月1日：能登半島地震発生

〇2024年2月13日：NUMO「文献調査報告書（案）」を技術WGに公表

〇2024年2月22日：原子力資料情報室「提言 『声明』の呼びかけ人を参考人として
技術WGの議論に参加させよ」発表

地図：毎日新聞（2020）



科学的特性マップ

－火山や活断層、地下深部の地盤の強度、
地温の状況など地層処分に関する
地域の科学的特性を4つに色分け

NUMO（2022）
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文献調査
－最終処分法の要件＆技術的観点からの検討：科学的特性マップよりも詳細な地域の
地質データを収集・分析。862件の文献データ収集。

－経済社会的観点からの検討：土地の利用に関する制約や
考慮すべき点を整理
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審議対象範囲

経産省（2023） 経産省（2023）



文献調査段階の評価の考え方
〇概要調査選定の要件の具体化
① 地層の著しい変動等の「避けること」の「記録がある」、「おそれが多い」ことが「明らか」又は
「可能性が高い」と考えられることを避けることにより、「記録がない」、「おそれが少ない」もの
② 「明らかに不適切」と判断できるように、「避けること」をできるだけ具体化
③ 「地層の著しい変動」は活断層、火山等の項目ごとに基準を設定
④ これらの基準は、「～の痕跡がある」等、「将来、～となる」等が「明らか」又は「可能性が高い」
場合に避ける

→確実にダメなものの消去法。安全かどうか議論があるレベルのものはOK。
－「好ましい地質環境特性」は示すが、十分な情報がなければ明示せず
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経産省（2023）

経産省（2023）

好ましい地質環境特性



能登半島地震と地層処分

－深部地下水の上昇により複数の断層が破壊、連動して大地震を引き起こしたと推測。
－震度7の志賀町含め能登半島はほぼ濃いグリーン。
－地質学者ら300人の声明文「日本列島において、今後 10 万年間にわたる地殻の変動
による岩盤の脆弱性や深部地下水の状況を予測し、地震の影響を受けない安定した
場所を具体的に選定することは、現状では不可能」

地図：テレビ金沢

図：東京新聞



文献調査報告書原案の中身

－2月13日の第一回技術WGで文献調査報告書原案提示。
－寿都では科学的特性マップのわずかなオレンジ色も概要調査OK
－委員は学会推薦で、地層処分は可能と考える委員が
ほとんどで根本的な批判は期待できず。



文献調査報告書原案の中身

－「好ましい地質環境特性」は情報不足から「より好ましい場所の選択」提示せず。
－一方「概要調査で留意すべき事項」は抽出。
－今後複数回、原案審議。去年10月30日の地質学者ら300人の「声明」も合わせ、
最新知⾒に照らし議論。

NUMO（2024）



地層処分技術WGへの提言

－2月22日に原子力資料情報室が小野有五教授、岡村聡教授協力の下、地層処分技術
WGへの提言発表。同日、オンライン記者会⾒も実施。

－能登半島地震で明らかになった最新の知⾒反映要求。8つの提言。
－10月30日声明を審議する際は、呼びかけ人参加で議論をするよう要請
－小委員会の委員として経産省と技術WG委員長に同様の内容の意⾒書提出（回答まだ）
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